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7 月 CPI はプラス幅拡大、エネルギーを除いてもプラスが近い 
7月のコア CPIは前年比 0.7%（6月 0.4%）とプラス幅拡大、8月には 0.8%に達する可能性も。主
因はガソリン価格の上昇だが、幅広い品目に動意が見られ、刈り込み平均もついにプラス。食料とエネ

ルギーを除いた米国型コアでも、10～12 月期にはプラスへ転じる見込み。日本経済は、着実にデフレ
脱却へ近づきつつある。 
コア CPIは前年比 0.7%へプラス幅拡大 
2013 年 7 月の全国消費者物価指数（CPI）統計によ

ると、「生鮮食品を除く総合（日本型コア）」は前年

比 0.7%（6 月 0.4%）へプラス幅を拡大した。市場

コンセンサス及び当社予想共に 0.6%を見込んでい

たため、上振れである（但し、指数動向から判断す

ると極めて僅かな上振れ 1の模様）。一方、「食料及び

エネルギーを除く総合（米国型コア）」は▲0.1%（6
月▲0.2%）とマイナス幅が縮小した。こちらも市場

コンセンサス及び当社予想の▲0.2%からは若干上振

れである。インフレ動向は、若干だが市場想定を上

回りつつある。 

主因はガソリンだが、幅広い品目に動意 
日本型コアのプラス幅拡大の主因は、引き続きエネ

ルギー価格の上昇である。エネルギー価格は、6 月

の前年比 7.0%が 7 月は 8.7%へ上昇ペースが加速、

日本型コアを0.76%Pt（6月0.61%Pt）押し上げた 2。

ガソリン価格が 6.4%から 10.5%へ伸びを高めた影

響が大きいほか、電気代やガス代もじりじり上昇し

ている。 

但し、米国型コアのマイナス幅縮小が、言うまでも

なく示しているように、エネルギー以外の品目にも

上昇は広がっており、後述するように耐久財や日用

品など幅広い品目で上昇幅が拡大もしくは下落率が

縮小している。そうした動きは、当社が CPI のトレ

ンド的な動きを把握するために試算している刈り込

                                                   
1 総務省は、前年比を端数処理前の指数から試算するが、指数は小数点第一位までしか公表していない。指数で計算すると前年

比 0.6%のため、公表値の 0.7%は 0.6%に近い 0.7%（例えば 0.65%など）と考えられる。ユーザーサイドの意見として、小数点

第二位もしくは第三位までの指数公表を要望したが、実現していない。なお、米国は小数点第三位まで公表している。 
2 寄与度は当社試算。上述の小数点問題があるため、厳密ではない。 

（出所）総務省資料より当社作成

刈り込み平均CPIの推移（前年比、％）
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全国CPI：生鮮食品を除く総合（前年比,%）
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み平均 CPI 前年比が 0.18%（6 月▲0.09%）とついに

プラス圏へ転じた点からも確認できる。また、下落品

目が占める比率も 48.2%（6 月 52.5%）と過半を下回

った。こうした実際のインフレ率の上昇は、バックワ

ードルッキングな期待形成過程を通じて、緩やかなイ

ンフレ期待の形成を促す。 

こうしたインフレ動向や経済主体の期待インフレ率

の高まりを勘案すれば、日本経済はデフレ脱却に向け

て近づきつつあると判断できる。 

8月は上昇幅が更に拡大する可能性 
8 月の東京都区部データやガソリン価格動向に基づき、

現時点で試算すると、8 月の全国 CPI 日本型コアは前

年比 0.8%へ更に伸びを高める可能性がある（予想レ

ンジは 0.7～0.8%）。一方、8 月の米国型コアは 7 月と

変わらずの▲0.1%と見込まれる。8 月の日本型コアの

プラス幅拡大には、7 月と同様にガソリン価格の上昇

が寄与する。なお、9 月以降については、ガソリン価

格の伸びが鈍化するのに伴い、日本型コアの伸びが若

干低下する見込みだが、米国型コアは緩やかに伸びを

高め2013年10～12月期にプラス圏へ転じると予想し

ている。なお、中東情勢の緊迫化などを受けて、ガソ

リン価格が高止まりを続ければ、日本型コアの伸びが

鈍化しない可能性もある。 

サービス価格への波及は鈍い 
既に述べたように、幅広い品目で上昇幅の拡大もしくは下落幅の縮小がみられるが、財が中心である。家

庭用耐久財（6 月前年比▲7.2%→7 月▲5.7%）や教養娯楽耐久財（▲3.5%→▲2.8%）など耐久財の下落

幅が縮小しているほか、衣料品（6 月 0.2%→7 月 1.2%）や理美容品（0.7%→0.8%）で上昇幅が拡大、ま

ためん類や食用油、ティッシュ・トイレットペーパーなどの日用品にも動きがみられる。一方、財に比べ

れば、サービス価格の動きは鈍い。一部ファストフードチェーンの値上げにより外食が上昇、外国人観光

客の増加による稼働率上昇もあってホテルなどの宿泊料は上昇しているが、その他の一般サービス価格に

大きな動きはまだない。日本銀行が目指す 2%インフレの達成には、下落を続ける家賃の反転が必要と考

えられるが、インフレ上昇がそこまで波及するには、時間を要しそうである。 

（出所）総務省

全国CPI：一般サービス（前年比,%）
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全国CPI：生活必需品（前年比、%）
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家計の期待インフレ率（一般世帯、断層調整済、%）

0

1

2

3

4

05 06 07 08 09 10 11 12 13

消費動向調査の1年後の物価上昇に関する回答を加重平均して試算。
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